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1 はじめに 

近年、多発する自然災害の被害が甚大化している。静

岡県は南海トラフ巨大地震に備え、早期から事前対策を

進めてきた。被災地における災害廃棄物の処理の効率化

は、被災地の健康衛生面からも、処理に係る環境負荷の

観点からも重要である。従来の内閣府方式での算出では、

被害家屋の戸数試算を全壊想定し、振れ幅の大きい試算

量になっていた。既報文 1）では、南海トラフ地震の被災想

定による災害廃棄物量と仮置き場面積を環境省方式（表 1、
2）で推計し、東日本大震災の被災自治体の災害廃棄物処

理実績量と比較した。 
表 3 に災害廃棄物量と仮置き場面積について、浜松市が

内閣府方式で求めた値と竹内ら文 1）が環境省式で求めた値

を示す。複合災害は、地震（揺れ/液状化/人口造成）・津

波・土砂災害・火災注 1）とし津波堆積物を和している。 
本報では、災害廃棄物処理による CO₂排出量の最小化を

目的に、仮置き場の配置や搬出ルートの選定から CO₂排出

量を算出し、運搬ルートの最適化によるCO₂排出量低減 11
１効果を試算する。 
2 調査概要 

対象地域を静岡県浜松市とその一部の旧西区とし、東

日本大震災時の宮城県名取市を含む名取処理区の実績処

理量と比較する。 
3 調査方法 
3-1 仮置き場選定と運搬ルート設定 

表 4 に環境省の示す「仮置き場候補地の留意点」を示す。

仮置き場面積を確保する候補地選定を行い、運搬ルート

を設定する。 
3-2 災害廃棄物 CO₂総排出量の算出 

品目別災害廃棄物発生量は、環境省指定の品目ごと発

生量割合文 2）を用いて求める。 
CO₂総排出量は、焼却と移動に伴う排出量を合算する。

表 5 に各計算式を示す。焼却分は、品目別のうち焼却を伴

う品目（可燃物・柱角材）を対象とする。 
次に、移動に伴う排出量を求める。移動距離は仮置き

場から品目別に対応可能な施設との距離の平均値とする。 
浜松市内の焼却施設は 2 か所、最終処分場 6 カ所、処理業

者事業所は 36 か所である。 
3-3 運搬ルートの最適化による CO₂排出量削減 

災害廃棄物運搬時の CO₂排出量について、品目別に移動

距離と移動回数の最小化による運搬ルートの最適化を試

みる。最適化前後で CO₂排出量の算定を行い、比較する。 
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表１ 災害廃棄物量算定式（環境省方式） 

表 3災害廃棄物量と仮置き場面積 

表 2 仮置き場面積 算出式（環境省方式） 

災害廃棄物量算定式 

環境省「災害廃棄物対策指針 資料編（令和 5 年改定）」 

 災害廃棄物量 ＝ 災害廃棄物 ＋ 津波堆積物 

[災害廃棄物] 

 𝐘＝𝐘𝟏＋ 𝐘𝟐 ――――――――（1） 𝐘：災害廃棄物量全体量（t） Yଵ：建物解体に伴い発生する災害廃棄物量（t） Yଶ：建物解体以外に発生する災害廃棄物量（t） 𝐘𝟏＝（𝐗𝟏+𝐗𝟐）ൈ 𝐚 ൈ 𝐛𝟏 ൅ ሺ𝐗𝟑 ൅ 𝐗𝟒ሻ ൈ 𝐚 ൈ 𝐛𝟐 
添え字 1：住家全壊,2：非住家全壊, 

3：住家半壊,4：非住家半壊 

 𝐚 ൌ 𝐀𝟏 ൈ 𝐚𝟏 ൈ 𝐫𝟏 ൅ 𝐀𝟐 ൈ 𝐚𝟐 ൈ 𝐫𝟐  𝑎:解体廃棄物発生原単位[t/棟] Aଵ:木造床面積（mଶ/棟）Aଶ:非木造床面積[mଶ/棟] aଵ：木造建物発生原単位[t/mଶ] aଶ：非木造建物発生原単位[t/mଶ]  rଵ：解体棟数の構造割合（木造）（88.9%） rଶ：解体棟数の構造割合（非木造）（11.1%） bଵ：全壊建物解体率 bଶ：半壊建物解体率 𝐘𝟐 ＝（𝐗𝟏＋𝐗𝟐） ൈ 𝐂𝐏   CP：片付けごみ及び公物等発生原単位[t/棟] 

[津波堆積物] 

発生量[t]=浸水面積[㎡]×原単位――（2） 
原単位:環境省方式より 0.024[t/㎥] 

必要仮置き場面積 

＝仮置量ൊ見かけ比重ൊ積み上げ高さ×(１＋作業スペース割合） 

 集積量     ＝ がれき発生量－年間処理量 

 年間処理量 ＝ がれき発生量／処理期間  

必要見かけ比重:可燃物 0.4t/㎥、不燃物 1.1t/㎥、 
津波堆積物 1.46t/㎥ 

作業スペース割合:100%、処理期間:3 年 

表 4仮置き場候補地の留意点（環境省） 

表 5焼却と輸送による CO2 排出量算出式 

[焼却による CO2排出量] 

ゴミの焼却量[t]×原単位 

 原単位: 1.05[kg-CO2/kg]（東京都環境局） 

[輸送による CO2排出量] 

災害廃棄物量[t]×移動距離[km]×原単位[kg-CO2/t] 

原単位:0.178[kg-CO2/t] 

【仮置き場候補地の留意点】 

①公園、グラウンド、公民館、廃棄物処理施設、港湾等の公有地

(市有地、県有地、国有地等)被災後の田畑 

②未利用工場跡地等で長期間利用が見込まれない民有地 

③被災地内の住区基幹公園や空地等、できる限り被災者の生活場

所に近い所 

④災害廃棄物の搬出入するにあたり十分な幅員を確保すること。 
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4 結果 
4-1 仮置き場選定と運搬ルート設定 結果 

図 1 に仮置き場候補地選定図を、図 2 に選定例を示す。

「条件③：被災者の生活場所に近い所」は人口密度 500 人

/㎢のエリアから約 2km 以内の選定とした。求めた廃棄物

量から環境省の留意事項に配慮し、浜松市内/旧西区には

仮置き場 38/11 か所、2,487,935/578,859 ㎡設定した。 
4-2 災害廃棄物 CO₂総排出量の算出 結果 

表 6 に品目別災害廃棄物発生量を示す。災害廃棄物 CO₂
排出量を焼却分と運搬ルート平均値により算出し、浜松

市全域/旧西区で行政試算の約半分となった。 
4-3 運搬ルートの最適化による CO₂排出量削減 結果 

運搬ルートの最適化は、仮置き場と中間処理施設、最

終処分場の各最短距離で構成される三角形の 3 辺で示され

る。各品目別に最短運搬ルートの距離を python による計

算で求めた。図 3 に運搬ルート検討イメージ図を示す。実

際には、GIS 上で仮置き場と中間処理施設、最終処分場の

相互運搬距離を道路長で計算している。 
表 7 に災害廃棄物 CO₂排出量算出結果を示す。浜松市全

域で 2,700 百万 t-CO₂、旧西区で約 311 百万 t-CO₂であった。

また、名取処理区では、実測値試算から約 315 百万 t-CO₂
であった。 

図 4 に被災面積あたりの CO₂排出量比較を示す。浜松市

/旧西区/名取処理区の被災面積あたり削減率は 85％、89％、

17％であった。仮置き場の配置が運搬効率の向上に影響

していると考えられる。 
5 まとめ 

災害廃棄物発生量・仮置き場必要面積の試算を受けて、

仮置き場を選定し、CO₂排出量を試算した。浜松市全域/
旧西区で約 2,700/311 万 t-CO₂と算出された。更に運搬ルー

トの最適化を行うと、約 2,700/311 万 t-CO₂となり、行政試

算を 85％削減できる結果となった。処理実測値による名

取処理区の CO₂排出量については削減率 17%となった。 
適切な仮置き場の配置計画および効率的な運搬ルート

の設定が、災害廃棄物処理における CO₂排出量低減に大き

く寄与することが示唆される。今後は、さらなる最適化

手法の検討や、実際の災害発生時に適用可能な運用モデ

ルの構築が求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 仮置き場候補地選定図 

表 6 品目別災害廃棄物発生量 

図 3 運搬ルート検討イメージ図 

図 2 仮置き場選定例 

表 7 災害廃棄物 CO₂排出量算出結果 

図 4 被災面積あたりの CO₂排出量比較 
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【注釈】 

注 1)火災については、環境省が示す焼失低減率を住宅/非住宅別に減じている。 
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